会社法施行規則改正案に対する意見

1. 全般

企業において事業報告や参考書類の作成を担当する者は、過誤を起こさぬよう、限られた時間の中で最大限努力している。
万一過誤が生じると、訂正開示のための事務負担に加え、株主総会における総会屋からの追及、経営陣からの叱責・責任追及などを受ける。それは、法令を起案する方々とて同じであろう。

そのような背景を勘案し、経営の効率化に逆行する無駄な作業を増やすのはやめていただきたい。

例えば、

· 単に参考になるかもしれない程度の理由で不要な情報を要求する第118条第4号ロ・ハ。

· 監査役の意見を事業報告に記載させることにより、いたずらに監査役と事業報告作成担当者の調整作業を増やす第126条第2項。（監査役の意見は監査報告書に記載することとすれば一度ですむのである。）
· いたずらに取締役会決議事項を増やす第118条第5号。（取締役会の意見を待つまでもなく監査役が監査報告書で意見を述べればすむことである。）
2. 第19条（種類株主総会における役員の選任）
従来も存在した問題であるが、取締役選任権付株式の内容として選任することとされている員数を超えて取締役を選任しようとする場合のみなし規定を設けるべきである。

たとえば、3人の取締役を選任する場合において、ある取締役選任権付株式の内容として2名の取締役を選任することとされており、他の種類の株式には取締役選任権の規定がない場合、取締役選任権付株式の種類株主総会で2名を選任することになるが、残りの1名をいかにして選任すべきかは明らかでない。故に、何らかのみなし規定が必要である。
「論点解説　新・会社法」（相澤哲ほか編著、商事法務2006年）286ページには、当該1名は、取締役選任権付株式以外の種類の株式の株主によって構成される種類株主総会によって選任される旨記されているが、当該見解には以下の問題がある。

1 法第108条第2項第9号ロの共同選任の定めを擬制している。法第347条に基づき、取締役は、法第108条第2項第9号の定款の定めに従って各種類株主総会において選任されるべきであり、共同選任の定めは定款に定める必要があるところ、上記見解は、定款の明文の定めがないのに定款の定めを擬制することは不適切である。

2 共同選任の定めの擬制が許されるとしても、「取締役選任権付株式“以外”の種類の株式の株主によって構成される種類株主総会」と読むべき根拠はなく、「取締役選任権付株式“を含むすべて”の種類の株式の株主によって構成される種類株主総会」で選任すべしという見解もあり得る。

なお、みなし規定としては、

1 1名を「取締役選任権付株式“以外”の種類の株式の株主によって構成される種類株主総会」で選任する

2 1名を「取締役選任権付株式“を含むすべて”の種類の株式の株主によって構成される種類株主総会」で選任する

3 1名を通常の株主総会で選任する

4 取締役選任権付株式で2名を選任する旨の定款の定めが廃止されたものとみなして3名すべてを通常の株主総会で選任する
などが考えられる。
3. 第33条の10第3号（株式併合に関する事後開示事項のうち、買取請求手続の経過）
単に「法第182条の4の規定による手続の経過」とするのではなく、具体的に、個々の買取請求に係る買取株式数と買取単価を開示すべき旨を規定すべきである。

株式併合における反対株主の端数株式買取請求権は、多数の株主が端数処分による現金化を待つ中で、請求者だけが先行抜け駆けして非公開の相対交渉で現金化を達成する手段である。不透明な相対交渉により、交渉力の強い一部の請求者のみが高い価格で現金化に成功することが大いにあり得るのである。
このような不公正な交渉を牽制するため、個々の買取に係る、数と単価をすべて開示させることにより、事後ではあるが買取交渉を透明化すべきである。単に「法第182条の4の規定による手続の経過」では、件数・株式数・総額程度の開示しか期待できない。
なお、全部取得請求権付株式の取得価格については、価格決定請求によることになっており、裁判所の介在により透明性が担保されている。株式併合においても価格決定請求制度はあるが、当該制度は請求者が会社の提示する価格に不満である場合の救済に過ぎない。請求者と会社が不透明な交渉で偏頗的に高い買取価格で合意することを抑止できないのである。

4. 第42条の2第2号・第55条の2第2号（特定引受人グループの議決権数開示）

特定引受人の親会社等が既に株主であることもあり得るため、グループベースでの議決権を正当に示すには、特定引受人の子会社等のみならず、親会社等（兄弟会社も検討に値する）も含めるのが望ましい。

（例）

A社の発行済株式総数は1万株で、そのうち2千株をP社が保有している。

ここで、A社が1万株を募集し、P社の子会社S社がそのすべてを引き受ける場合、S社グループの議決権比率を正当に評価するためには、特定引受人であるS社（とその子会社等）の引受数に基づき「議決権比率50%」とするのではなく、P社の既存持ち株を含めて「60%」と開示するのがよく実態を示すであろう。

5. 第74条第2項第2号・第74条の3第2項第2号・第76条第2項第2号（役員候補者の重要な兼職の開示）

平成21年改正時の問題であるが、「候補者が就任した場合において」ではなく「現時点で候補者が就任したと仮定した場合において」という意味になるよう修正いただきたい。

現在の条文「候補者が就任した場合において」をそのまま読めば、未来の就任時における兼職状況を判断しなければならないことになる。すなわち、「現時点では兼職していないが、就任時には兼職していると見込まれる兼職」を記載し「現時点では兼職しているが、就任時には退任していることが見込まれる兼職」を除外しなければならない。

そのような兼職の変動が、兼職先のインサイダー情報に当たる場合もあり得る。また、そうでなくても調査負担が過重であるし、参考書類作成後に他者における兼職就退任予定が判明した場合、参考書類の修正が必要となる。故に、参考書類作成時点で仮定した状況の記載を許す旨を明示していただきたい。

6. 第74条の3第2項第3号（監査等委員である取締役に関する開示）
「及び担当」を削除すべきである。

監査等委員は業務執行をしないので「担当」はないはずである。

（監査役に関する現第76条第2項第3号も、平成18年の本規則制定時には「及び担当」となっていたが、現在は削除されている。）

7. 第74条第3項・第74条の3第3項・第76条第3項

「株式会社が公開会社であり」「株式会社が公開会社であって」いずれかに統一した方がよいのではないか。

8. 第110条の3第3項第4号・第111条第3項第4号

表現をそろえた方がよいのではないか。

9. 第98条第1項第5号イ・ハ・ニ、第100条第1項第5号イ・ハ・ニ・第110条の4第2項第5号イ・ハ・ニ・第112条第2項第5号イ・ハ・ニ（グループ内部統制）

当該規定は設けるべきでない。もし設けるならば、より限定し、多重代表訴訟の対象となる子会社（特定完全子株式会社）が存する場合のみに、当該子会社に関連する体制を記載すべき旨の規定とすべきである。理由は以下のとおりである。

1 一つの企業集団の中でも、グループ会社の位置づけやそれらの管理手法は、部門や子会社等の性格によってさまざまに異なり得るため、一律の体制を規定するのは困難である。
特に、「カネは出すが口は出さない」型の純投資型・ベンチャーキャピタル型の子会社管理は、本規定になじまない。親会社が資金の大半を拠出していても、その目的がビジネスパートナーの技術・ノウハウにより出資収益を得ることである場合などには、通常の子会社と同様の体制は適用できない。
2 少数株主の利益が損なわれかねない。すなわち、当該規定により親会社のグループ管理責任が示されるため、親会社の子会社への発言力が強まり、少数株主の発言力が相対的に下がる。また、子会社は親会社のみに重要事項を報告しがちになり、少数株主と親会社との間の情報格差が拡大する。
（本規定で求められているのは子会社の体制ではなく親会社における体制ではあるが、親会社が報告に関する体制を規定して子会社がそれに従わないことは事実上無理である。実質的には親会社の子会社に対する管理責任と管理権限を規定するものと言えよう。）
3 法制審の議論の結果要綱に入れられなかった趣旨を法務省令で復活させようとするものであり、経済界への裏切りとも言えよう。
なお、多重代表訴訟の対象となる子会社については、本規定のような体制を構築するのは自然であり、そのような子会社に限定するならば、反対しない。また、純投資が目的であっても親会社が子会社の損益を管理するのは当然なので、ロについては反対しない。
10. 第98条第4項第3号・第100条第3項第3号・第110条の4第1項第3号・第112条第1項第3号（監査役の指示の実効性を確保するための体制）
当該規定は設けるべきでない。監査役の指示の実効性を確保するための体制は、第1号の人員と第2号の独立性を執行サイドが決定整備することを前提に、監査役が整備すべき事項である。

監査役スタッフが執行から独立であれば、監査役の指示が監査役スタッフにきちんと伝わる体制を執行サイドが決議することはむしろ越権であろう。

本規定は、おそらく、「監査役スタッフには執行サイドは業務命令をしない／最小限にする」などの表明を期待しているものと思われるが、それは第2号の独立性の内容の一部である。そのような体制の決定を求めるならば、第2号に定めるべきである。
11. 第110条の4第1項第1～3号（監査等委員会を補助する取締役）

監査等委員会の職務を補助する取締役というのは内部監査等を担当する取締役を想定していると思われる。内部監査等、内部統制システムの構築・運用は業務執行であり、それを担当する取締役は業務執行取締役である。

それら業務執行取締役が監査等委員から指示を受ける（第3号参照）とすれば、それは監査等委員が業務執行取締役を指示して動かす、すなわち監査等委員が業務執行をする、ということである。1号・2号を含め、監査等委員は業務執行をしてはならないこととの整合性を再考すべきである。
12. 第118条第4号（事業報告における特定完全子株式会社の開示）

イのみとし、ロ・ハは削除すべきである。

株主にとっては、特定完全子株式会社が特定できれば十分である。

イ・ロ・ハの各情報は事業年度末における参考情報であり、当該情報をそのまま使用して代表訴訟を起こせるわけではないことも勘案すべきである。

13. 第118条第5号（事業報告における対親会社取引の開示）

当該規定は設けるべきでない。理由は以下の２点である。

1 親会社との取引が、個別注記表に加えて個別に記載を要するほどの立法事実があるとは考えられない。個別注記表には既に取引条件まで記載しているのであるから、当該注記に関する監査役意見を129条1項6号に基づき監査報告書に記載させれば十分であろう。更に、株主は、個別注記表に基づき株主総会において質問することもできる。

2 個別注記表に関連当事者取引として記載する親会社との取引であっても取締役会決議を要しないものは多い。そのような場合であっても、ロの記載のために取締役会の判断（更にはハの記載のために社外取締役の意見）を求めなければならない。結果として、取締役会で決議すべき事項を増やすことになる。

なお、上記を勘案すれば、取締役会決議を経た取引についてのみ記載を要求するのであれば許容範囲と考える。

14. 第126条第2号（会計監査人の報酬に監査役が同意をした理由の開示）
監査役（等）の意見を事業報告に記載させることはすべきでなく、もし開示させるならば、監査報告書の記載事項とすべきである。

監査役等が会計監査人候補者を決定した理由を参考書類に記載させるのは当然であるが、会計監査人報酬は、監査役等が決定するものではない。執行サイドが決定した報酬に対して同意するのみである。
執行が決定した事項に対して

1 監査役が（決定ではなく）同意する理由を

2 事業報告に書かせる

のは筋違いである。

まず、①であるが、決定に理由を付すことは自然だが、同意に理由を付すのは異例である。執行サイドが決定する会計監査人報酬に監査役等が同意するに当たって当該同意の理由を付すことは本来要求されておらず、それは監査役が監査役候補者について同意する場合も同様である。執行サイドは、事業報告に記載するためだけに監査役に同意の理由の陳述を求めなければならないことになり、過剰である。
次に②であるが、基本的に、事業報告は執行サイドに関する事項を報告するものであり、監査役等の監査を受けるものである。そこに監査役の意見を書かせるのは異質である。監査役は、監査報告書という意見表明手段を有しており、そこで会計監査人報酬に対する意見を表明させれば十分である。
